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認知行動療法は，さまざまな精神疾患における
標準的な治療法のひとつとして多くの国際的なガ
イドラインにも掲載され，一部の地域や国々では
普及も進んでいるが，日本での普及は未だ遅れて
いるのが現状である。しかし，国民のニーズの高
まりや関係者の努力により 2010年度の診療報酬
改定でうつ病に対する認知行動療法が診療報酬と
して算定可能となり，これを機に認知行動療法の
セラピストを育成するための研修が厚生労働省の
事業として開始されるようになった。さらには，
2016年度の診療報酬改定ではパニック障害，社
交不安障害，強迫性障害，心的外傷後ストレス障
害へと対象疾患が拡大した。また，看護師が医師
とチームを組んで施行した場合にも算定可能とな
り，施行者の職種拡大の方向性も打ち出され，今
後は，公認心理士を含めた多職種への拡大も期待
されている。
このように近年，わが国においても認知行動療

法に対する理解や普及の流れが促進されるように
なってきた。しかし，認知行動療法に対する教育
体制が十分に整備されていないわが国では，認知

行動療法についての誤解も多く，認知行動療法“も
どき”が不適切に導入されることによる弊害も散
見される。エビデンスに基づいた質の高い認知行
動療法を，必要とされる多くの患者に届けるため
には，多くの精神医療関係者が認知行動療法につ
いての知識と理解を深めると同時に，認知行動療
法の質を確保した上で普及を図っていくことが重
要だと考えられる。
そこで，本特集では，わが国の医療現場におい
て認知行動療法を適切に普及させていくために，
わが国の認知行動療法の現在と展望，認知行動療
法の質の管理について，職種拡大の方向性とチー
ム医療について，うつ病，社交不安障害，パニッ
ク障害，強迫性障害，心的外傷後ストレス障害，
摂食障害，精神病性障害の精神疾患ごとの認知行
動療法について最新のエビデンスや治療モデルの
概観，マニュアルや教育体制の整備状況，今後の
展望について，各領域の専門家に解説していただ
いた。この特集が，認知行動療法を必要とする多
くの人々に，この治療法が広く適切に届けられる
ための一助になることを期待したい。
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